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ふれあい動物施設
「アニタッチみなとみらい」にて

令和５年の干支 うさぎ

表紙：新名庄川に架かる大門橋
（写真提供：忍野村）



写 真

令和５年２月２０日(月)、南関東防

衛局において、令和４年度南関東防衛

施設地方審議会が開催されました。

南関東防衛施設地方審議会は、自衛

隊又は米軍が使用する不動産等に係る

権利の対価の額や、漁船の操業制限等

による損失の補償額等について、南関

東防衛局長の諮問に応じて調査審議し、

これらに関し必要と認める事項を同局

長に建議することを目的として同局に

置かれています。

今回の審議会では、会長及び委員の

皆様方に防衛行政に関する知見を一層

深めていただく事を目的として、当局

から「施設区域外での米軍機事故に関

するガイドライン」、「北富士演習場

内不発弾探査業務」について説明を行

いました。

その後、海上自衛隊厚木航空基地に

赴き、第４航空群司令表敬後、P-1哨

戒機や地上救難班の大型消防車などを

視察していただきました。 （ ）



特集

令和５年２月２日（木）、米海軍横須賀基地と横須賀市役所において、今回で１５回目
となる日米合同原子力防災訓練が実施されました。
この訓練は、原子力空母ロナルド・レーガンからの放射能漏れを含む水が流出した事象

を想定して、横須賀市及び在日米海軍、関係機関が一体となって対応に当たることで、関
係機関の連携強化及び対処能力の向上を図り、市民生活の安全安心を確保することを目的
としたものです。
今回は、米海軍施設内の１２号バースに停泊中の原子力空母ロナルド・レーガン内で、

ごく微量の放射能を含む水が流出し、乗務員が軽度の心臓発作を発症したという想定のも
と、情報伝達・共有訓練、広報訓練、基地内従業員への連絡・通報訓練、日米合同モニタ
リング訓練、患者搬送及び治療訓練が実施され、横須賀市と米海軍のほか、外務省、海上
保安庁、原子力規制庁、防衛省、海上自衛隊など計１２機関から約１９０名が参加しまし
た。
南関東防衛局からは、地方協力確保室及び横須賀防衛事務所の職員が連絡要員として訓

練に参加したほか、山野局長、上谷企画部長が訓練を視察しました。

この訓練で横須賀市は、米側から第１報を市長及び危機管理課が受信後、市役所内に災
害警戒本部を設置し、同本部に関係機関からの連絡員派遣を求め、関係機関の対応状況に
ついて報告を受け、患者の搬送訓練を行うなど、関係機関が連携し訓練は行われました。



特集

山野局長(前列左)と山﨑副社長(前列右)

山野局長(前列左)と岡工場長(前列右)

(前列左)と金沢工場長(前列右)

山野局長(前列左)と鵜飼委員(前列右)



特集



特集

令和5年2月１８日（土）、北富士演習場に隣接する山梨県山中湖村の山中湖交流プラ
ザ「きらら」において、山中湖アイスキャンドルフェスティバル（主催：山中湖観光協
会）が開催され、南関東防衛局から、山野局長ほか吉田防衛事務所長外が出席しました。

なお、令和3年は新型コロナウイルス感染拡大により無観客で開催され、令和４年は村
民のみ入場可能での開催でしたが雪の影響で中止となり、今回は3年ぶりの通常開催とな
り、来場者数は過去最高の１０，３４８名となりました。

山中湖アイスキャンドルフェスティバルは、冬の山中湖湖畔をろうそくの明かりで照ら
すイベントとして、富士山の山頂と太陽が重なる「ダイヤモンド富士」が見られる時期に
合わせて開催されています。
夕暮れの色づきが終わる頃、会場に並んだ氷で作ったアイスキャンドル約3，2００個

に灯が燈されると、夕闇にキャンドルの炎が浮かび上がり、まさに幻想的な雰囲気に包ま
れました。
また、花火やスカイランタン（平野旅館民宿組合青年部主催）も打ち上げられ、集まっ

た大勢の方が富士山を背景に写真に収めようとカメラを構えるなど大変賑わっていました。

南関東防衛局及び吉田防衛事務所は、これからも地元行事に積極的に参加し、地元との
懸け橋になっていけるよう努めていきます。



小型無人機等飛行禁止法により指定されている自衛隊施設／米軍施設その周辺地域
（周囲約300ｍ）の上空におけるドローン等の飛行は、原則として禁止されています。

これに違反した場合、次のような措置／罰則もあります。
●警察官等による安全確保措置 ●最大懲役１年／罰金５０万円

対象防衛関係施設および飛行をさせたい場合の手続の詳細については、防衛省ＨＰをご参照ください。
https://www.mod.go.jp/j/presiding/law/drone/index.html

■ お問い合わせ先 南関東防衛局 地方調整課 （直通）045-211-7104

※ このほか、航空法上
の無人航空機の飛行禁
止空域においてドロー
ン等を飛行させる場合、
夜間にドローン等を飛
行させる場合等には、
別途、国土交通大臣の
許可又は承認を得る必
要があります。

約３００ｍ

周囲おおむね３００ｍの地域
の上空（イエロー・ゾーン）

自衛隊施設／米軍施設の敷地・
区域の上空（レッド・ゾーン）

レーザー光線の航空機への照射は （注）です。

航空機にレーザー光線を照射することは、墜落等
による大惨事をもたらしかねない大変危険で悪質
な犯罪です。決して行わないで下さい。

照射している人を見かけた方は１１０番通報を
お願いします。

（注）平成２８年１２月、改正航空法施行規則が施行され、規制
が強化（レーザー光線を航空機に向かって照射する行為自体
に罰則（５０万円以下の罰金））。
刑法の威力業務妨害罪（３年以下の懲役又は５０万円以下

の罰金）、航空危険行為処罰法の航空危険罪（３年以上の有
期懲役）等に該当する場合あり。

■レ－ザ－光線による操縦士への影響（イメ－ジ）

内容についてのお問い合わせにつきましては下記に御連絡願います。

（直通）045-211-7134
（直通）03-5362-4851

南関東防衛局 地方調整課（神奈川県、静岡県、山梨県を管轄）
防衛省本省 地方協力局在日米軍協力課

防衛省、外務省、警察庁、国土交通省

ドローンの規制についてのお知らせ

防衛省、警察庁、外務省、国土交通省
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